
(証券コード6262)
平成25年６月７日

株 主 各 位

大阪市福島区鷺洲五丁目７番２号

ペガサスミシン製造株式会社
代表取締役社長 清 水 盛 明

第67期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第67期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますの

で、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行

使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、平成25年６月24日(月曜日)午後５時30

分(当社営業終了時刻)までに到着するようご返送いただきたくお願い申し上げます。

敬 具

記

1. 日 時 平成25年６月25日（火曜日）午前10時（開場午前９時）

2. 場 所 大阪市福島区福島五丁目６番16号

ホテル阪神 10階 ザ・ボールルーム

3. 目的事項

報告事項 1. 第67期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）事業報告

の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人および監査役会

の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第67期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）計算書類

の内容報告の件

決議事項 第１号議案 取締役３名選任の件

第２号議案 監査役１名選任の件

第３号議案 補欠監査役１名選任の件
4. 招集にあたっての決定事項

議決権の不統一行使をされる場合には、株主総会の３日前までに議決

権の不統一行使を行う旨とその理由を書面により当社にご通知くださ

い。

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出く
ださいますようお願い申し上げます。また、資源節約のため、この「招集通知」
をご持参くださいますようお願い申し上げます。

◎ 株主総会参考書類、事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合
は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.pegasus.co.jp）に掲載
させていただきます。
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(添付書類)
事 業 報 告

（自平成24年４月１日
至平成25年３月31日）

1. 企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過およびその成果

当連結会計年度における日本経済は、前半は個人消費の鈍化、鉱工業生産の落

ち込みなどの要因により弱含みで推移しましたが、年度末には景気に明るさも見

え始めました。

世界経済につきましては、米国経済が緩慢な成長を続ける一方で、中国経済の

景気減速が鮮明となり、ユーロ圏経済も引き続き不透明な状況で推移いたしまし

た。

工業用ミシン業界におきましては、世界経済の動向を反映し、中国での設備投

資需要が低調に推移し、その他の市場での設備投資も盛り上がりを欠くものとな

りました。自動車部品を中心とするダイカスト部品につきましては、米国市場が

比較的堅調に推移したことなどにより、当社グループ製品に対する底堅い需要が

継続いたしました。

このような環境のもとで、当連結会計年度の売上高は、101億70百万円（前年同

期比8.8％減）となりました。

利益面につきましては、厳しい環境ではありましたが、コスト削減やマーケッ

トシェアの維持拡大に努め、営業利益は21百万円（前年同期比88.7％減）となり

ました。また、年度後半における対米ドル為替相場が大幅に円安となったため、

為替差益３億３百万円を計上したことにより、経常利益は２億66百万円（前年同

期比239.8％増）となりました。

税金等調整前当期純利益は、固定資産売却益２億33百万円を計上したことによ

り、５億20百万円（前年同期比201.6％増）となりました。

　当期純利益は、法人税などを計上したことにより１億74百万円（前年同期は当

期純損失１億49百万円）となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

（工業用ミシン）

工業用ミシンにつきましては、各国の縫製メーカーの設備投資意欲が低調

に推移する中で、製造コストダウンや市場動向に応じた的確な販売政策の遂

行に注力した結果、売上高83億65百万円（前年同期比14.2％減）、営業利益３

億89百万円（前年同期比43.9％減）となりました。
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（ダイカスト部品）

ダイカスト部品につきましては、当社グループ製品に対する底堅い需要に

対応した増産体制の整備を行うとともに、製造工程の合理化にも努め、売上

高17億67百万円（前年同期比29.1％増）、営業利益４億76百万円（前年同期比

39.0％増）となりました。

（その他）

その他につきましては、日本語アナログ情報のデジタル化や、関連するソ

フトウエアを開発し提供することにより、売上高37百万円（前年同期比4.0％

増）、営業利益０百万円（前年同期比88.9％減）となりました。

当連結会計年度における子会社の動向につきましては、工業用ミシン生産の一

層のグローバル化を目的として、「PEGASUS VIETNAM SEWING MACHINE CO.,LTD.」

での生産機種の拡大を図り、「ペガサス（天津）ミシン有限公司」では、生産体制

の効率化と同時に、高級機種の生産拡大に努めました。ダイカスト部品事業では、

増加するダイカスト部品需要に対応するために、「天津ペガサス嶋本自動車部品有

限公司」でさらなる設備の増強を行うとともに、ベトナムに「PEGASUS－

SHIMAMOTO AUTO PARTS（VIETNAM） CO., LTD.」の設立を決定いたしました。

(2) 設備投資の状況

当連結会計年度における設備投資の総額は４億70百万円であり、その主なもの

は以下のとおりであります。

会 社 名 内 容
設備投資額
（百万円）

当社 工場棟の改修等 318

ペガサス（天津）ミシン有限公司 工場棟及び加工設備の新設等 53

天津ペガサス嶋本自動車部品有限公司 加工設備の新設等 52

PEGASUS VIETNAM SEWING MACHINE CO., LTD. 加工設備の新設等 35

(3) 資金調達の状況

該当事項はありません。

(4) 対処すべき課題

工業用ミシンのユーザーであるアパレル縫製業は、経済のグローバル化により、

最適な生産拠点を求めて、新興国への生産シフトを進めてまいりました。近年で

は、一部の新興国における急速な経済発展等を要因として、縫製産地の再流動化

が起こる可能性が出てきております。また、短期的には主要先進諸国の景気停滞

の影響と、台湾、韓国や中国などの工業用ミシンメーカーの生産能力の拡大に伴

い、工業用ミシンの需給関係が緩和の方向に向かう可能性があります。
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このような環境のもと、当社企業グループでは、ベトナム製造拠点の強化や中

国製造拠点での高級機種の製造拡大などを通じて、製造面での一層のグローバル

化を図り、価格・性能両面の競争力を強化してまいります。また、品質のさらな

る向上や周辺サービスの差別化を図ることにより、価格一辺倒の競争からは一線

を画した事業活動を行ってまいります。

加えて、品質面・価格面で競争力の強いダイカスト部品事業の一層の強化を行

うことによって、グループ経営の益々の安定化を図ってまいります。

(5) 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

該当事項はありません。

(6) 他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

(7) 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状

況

該当事項はありません。

(8) 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

該当事項はありません。

(9) 財産および損益の状況

区 分
第64期

平成22年３月期
第65期

平成23年３月期
第66期

平成24年３月期

第67期
(当連結会計年度)
平成25年３月期

売 上 高 7,985百万円 11,943百万円 11,152百万円 10,170百万円

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 ( △ )

△1,940百万円 156百万円 △149百万円 174百万円

１株当たり当期純利益

又は当期純損失 (△ )
△84円57銭 ６円81銭 △６円53銭 ７円80銭

純 資 産 10,110百万円 9,260百万円 9,171百万円 10,396百万円

総 資 産 18,222百万円 17,882百万円 17,542百万円 18,843百万円

(10) 主要な事業内容（平成25年３月31日現在）

事 業 部 門 事 業 内 容

工業用ミシン製造販売事業 各種工業用ミシンおよび部品の製造・販売

ダイカスト部品製造販売事業 ダイカスト部品の製造・販売

(11) 企業集団の主要な拠点（平成25年３月31日現在）

① 当社

本社および営業所 大阪市福島区

工場 滋賀県甲賀市
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② 子会社等

国内 美馬精機株式会社（徳島県板野郡）

海外 PEGASUS SEWING MACHINE PTE.LTD.（シンガポール）

PEGASUS CORPORATION OF AMERICA（アメリカ・マイアミ）

PEGASUS EUROPA GmbH（ドイツ・カイザースラウテルン）

ペガサス（天津）ミシン有限公司（中国・天津）

PEGASUS VIETNAM SEWING MACHINE CO.,LTD.（ベトナム・ハイズン）

天津ペガサス エス イー有限公司（中国・天津）

天津ペガサス嶋本自動車部品有限公司（中国・天津）

(12) 従業員の状況（平成25年３月31日現在）

① 企業集団の従業員数

従業員数 前連結会計年度末比増減

1,193名 119名減

(注) 上記従業員数には、使用人兼務取締役および臨時従業員(23名)は含まれておりません。

② 当社の従業員数

従業員数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

228名 １名減 45.5歳 20.6年

(注) 上記従業員数には、使用人兼務取締役および臨時従業員(６名)ならびに他社への出向者
は含まれておりません。

(13) 重要な親会社および子会社の状況（平成25年３月31日現在）

① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の
出資比率

主な事業内容

美馬精機株式会社 61,500千円 100％ 工業用ミシン部品の製造

PEGASUS SEWING MACHINE
PTE.LTD.

400千
シンガポールドル

100％ 工業用ミシンおよび部品の販売

PEGASUS CORPORATION OF
AMERICA

1,500千
米ドル

100％ 工業用ミシンおよび部品の販売

PEGASUS EUROPA GmbH
1,022千
ユーロ

100％ 工業用ミシンおよび部品の販売

ペガサス（天津）ミシン
有限公司

21,367千
米ドル

97％
工業用ミシンおよび部品の製造・
販売

PEGASUS VIETNAM SEWING
MACHINE CO.,LTD.

7,500千
米ドル

100％ 工業用ミシンの製造

天津ペガサス エス イー
有限公司

200千
米ドル

100％
コンピュータソフトおよびそれら
の技術･サービスの開発･販売

天津ペガサス嶋本自動車部品
有限公司

13,500千
米ドル(注)

90％
自動車用安全ベルトを始めとする
ダイカスト部品の製造・販売

（注）当事業年度において、天津ペガサス嶋本自動車部品有限公司に2,500千米ドル増資してお
ります。
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(14) 主要な借入先（平成25年３月31日現在）

借 入 先 借入金残高（百万円)

株式会社三井住友銀行 3,466

株式会社りそな銀行 384

三井住友信託銀行株式会社 382

株式会社日本政策投資銀行 346

株式会社商工組合中央金庫 341

株式会社滋賀銀行 297

三井住友ファイナンス&リース株式会社 270

株式会社伊予銀行 149

(注) 借入金残高が100百万円以上の金融機関を記載しております。

(15) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。

2. 会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 76,928,000株

(2) 発行済株式の総数 22,362,099株（自己株式1,377,901株を除く。）

(注) 新株予約権の行使により発行済株式の総数が52,000株増加しております。

(3) 株主数 6,133名

(4) 大株主

株 主 名 持 株 数 持株比率

美馬 大道 1,469千株 6.57％

板東 敬三 861千株 3.85％

株式会社三井住友銀行 830千株 3.71％

ペガサスミシン従業員持株会 773千株 3.46％

前尾 和男 748千株 3.35％

吉田 隆子 709千株 3.17％

美馬 成望 610千株 2.73％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 531千株 2.38％

板東 雄大 491千株 2.20％

美馬 正道 436千株 1.95％

(注) １．千株未満は切捨てて表示しております。
２．当社は、自己株式1,377,901株を保有しておりますが、上記株主からは除いておりま

す。また、持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(5) その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。

3. 会社の新株予約権等に関する事項

(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況

該当事項はありません。
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(2) 当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に交付した新株予約権等の

状況

該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。

4. 会社役員に関する事項

(1) 取締役および監査役の氏名等（平成25年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

取 締 役 会 長 板 東 雄 大

代表取締役社長 清 水 盛 明
天津ペガサス エス イー 有限公司董事長
天津ペガサス嶋本自動車部品有限公司董事長
PEGASUS VIETNAM SEWING MACHINE CO.,LTD.理事長

常 務 取 締 役 末 永 高 二
製造本部長
ペガサス（天津）ミシン有限公司董事長

常 務 取 締 役 勝 連 雅 生 顧客本部長

常 務 取 締 役 舟 引 康 之 管理本部長

取 締 役 美 馬 成 望
製造本部副本部長兼購買部長
美馬精機株式会社代表取締役社長

監査役（常勤） 徳 地 清 昭

監 査 役 古 寺 均 税理士

監 査 役 定 藤 繁 樹

(注) １．監査役古寺均および定藤繁樹の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であ
ります。なお、両氏は東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じ
るおそれのない独立役員として届け出ております。

２．監査役古寺均氏は、税理士の資格を有しており、税務および会計に関する相当程度の
知見を有するものであります。

３．重要な兼職の異動の状況について
代表取締役社長清水盛明氏は、平成24年６月26日付で天津ペガサス エス イー 有限
公司董事長、天津ペガサス嶋本自動車部品有限公司董事長及びPEGASUS VIETNAM
SEWING MACHINE CO.,LTD.理事長に就任しました。

４．取締役美馬成望氏は、平成25年４月１日付で美馬精機株式会社代表取締役社長を退任
しております。

５．当該事業年度中に退任した取締役は次のとおりであります。

氏 名 退任時の地位 退 任 日 退 任 理 由

美 馬 大 道 代表取締役会長 平成24年６月26日 任期満了による

６．平成25年３月31日現在の執行役員は、次のとおりであります。

地 位 氏 名 担 当

常務取締役執行役員 末 永 高 二
製造本部長

ペガサス（天津）ミシン有限公司董事長

常務取締役執行役員 勝 連 雅 生 顧客本部長

常務取締役執行役員 舟 引 康 之 管理本部長

取締役執行役員 美 馬 成 望
製造本部副本部長兼購買部長
美馬精機株式会社代表取締役社長

上 席 執 行 役 員 嘉数田 隆 志 顧客本部副本部長

上 席 執 行 役 員 高 孟 昊 天津ペガサス嶋本自動車部品有限公司総経理

上 席 執 行 役 員 中 村 淳 一 ペガサス（天津）ミシン有限公司副総経理
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地 位 氏 名 担 当

執 行 役 員 奥 村 正 幸 管理本部総務部付

執 行 役 員 朝 子 高 司 PEGASUS SEWING MACHINE PTE.LTD.社長

執 行 役 員 瀬 戸 洋 二 製造本部副本部長兼品質保証部長

執 行 役 員 谷 口 倫 治 顧客本部副本部長兼販売部長

執 行 役 員 吉 田 泰 三 経営企画室長

(注) １．末永高二、勝連雅生、舟引康之、美馬成望の４氏は、取締役を兼務しております。
２．当事業年度において、下記の者が執行役員に選任されました。

平成24年５月１日付 執 行 役 員 谷 口 倫 治
平成25年１月１日付 執 行 役 員 吉 田 泰 三

３．平成25年４月１日付にて大西弘氏が当社執行役員に就任しており、ペガサス（天津）
ミシン有限公司製造総経理を担当しております。

(2) 取締役および監査役の報酬等の額

区 分 人 数 報酬等の額 備 考

取 締 役 ７名 130百万円

監 査 役 ３名 18百万円 (うち社外監査役２名８百万円)

合 計 10名 148百万円

(注) 上記のほか、使用人兼務取締役に対する使用人給与（賞与含む）は８百万円であります。

(3) 社外役員に関する事項

① 重要な兼職先である他の法人等と当社との関係

該当事項はありません。

② 主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

③ 当事業年度における主な活動状況

取締役会(13回開催)監査役会(17回開催)
発 言 内 容

出席回数 出 席 率 出席回数 出 席 率

監査役 古寺 均 13回 100.0％ 17回 100.0％

主に税理士としての専門的見
地から発言を行うなど、適宜
取締役会の意思決定の適正性
を確保するための質問、助言
を行っております。

監査役 定藤 繁樹 10回 76.9％ 16回 94.1％

経営戦略関係および内部統制
関連を専門分野としており、
その専門的見地から発言を行
うなど、適宜取締役会の意思
決定の適正性を確保するため
の質問、助言を行っておりま
す。

④ 責任限定契約の内容の概要

当社は、社外監査役全員と会社法第423条第１項の賠償責任を限度とする契約

を締結しており、当該契約に基づく賠償の限度額は、法令が規定する最低責任

限度額であります。

⑤ 当社の子会社から当事業年度の役員として受けた報酬等の額

該当事項はありません。
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5. 会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

(2) 報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 34百万円
当社および子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 34百万円
(注) １．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記
の金額にはこれらの合計額を記載しております。

２．当社は、会計監査人に対して公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業
務）である「財務報告に係る内部統制に関する助言・指導業務」等を委託し、その対
価を支払っております。

(3) 子会社の監査に関する事項

該当事項はありません。

(4) 責任限定契約の内容の概要

当社と会計監査人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１

項の損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨の規定を定款第26条

第２項に設けておりますが、責任限定契約は締結しておりません。

(5) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合には、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を解任い

たします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株

主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

なお、監査役会は会計監査人の継続監査年数等を勘案しまして、再任もしくは

不再任の決定を行います。

6. 会社の体制および方針

職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他の業務の

適正を確保するための体制

(1) 取締役の職務執行に係る文書および情報の保存・管理

① 当社は、取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定に係る記録や取締役が

「決裁規程」に基づいて決定した文書など、取締役の職務の執行に係る情報を

適正に記録し、法令および「文書管理規程」に基づき、保存・管理いたしま

す。

② 当社は、情報セキュリティに関する基本方針および諸規程の整備ならびにパソ

コン、データ、ネットワーク等、各種情報のインフラに対して内外からの脅威

が発生しないよう、適切な保護対策を実施いたします。

(2) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 当社は、リスク管理体制の基礎として「リスク管理規程」を定め、同規程に従

ったリスク管理体制を構築いたします。
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② 不測の事態が発生したときは、社長指揮下の対策本部を設置し、迅速な対応を

行い、損害拡大を防止する体制を構築いたします。

(3) 取締役の職務執行の効率性の確保

① 当社は、定例の取締役会を原則毎月一回開催し、重要事項の決定ならびに取締

役の業務執行状況の監督などを行っていきます。また、業務執行に関する基本

的事項および重要事項に係る意思決定を機動的に行うために、原則毎週一回、

各取締役を含めた経営会議を実施いたします。

② 業務の運営については、中期経営計画および年度予算を立案し、全社的な目標

を設定すると同時に、予算と実績の対比を原則毎月一回、取締役会で報告いた

します。

(4) 取締役および使用人の職務執行の法令・定款適合性の確保

① 当社は、取締役および使用人が法令および定款を遵守し、社会規範に基づいた

行動を取るための行動規範を示した「グループ行動指針」に基づき、職制を通

じて適正な業務執行の徹底と監督を行い、取締役および使用人が一丸となって

法令遵守の徹底や企業倫理の確立に努めていきます。また、コンプライアンス

体制の充実・強化を推進するため、「コンプライアンス規程」に基づいたコン

プライアンス委員会を設置することで相談・通報体制を確立いたします。

② 業務執行部門から独立した内部監査室は、定期的に内部監査を実施し、その結

果を社長に報告するとともに被監査部署へフィードバックいたします。

③ 当社は、市民社会の秩序ならびに健全な企業活動に脅威を与える反社会的勢力

に対しては、所轄官庁および関連団体と協力し、その排除に努めるとともに不

当要求等に対しても組織全体で毅然とした態度で臨むことを徹底いたします。

④ 当社は、当社企業グループの財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引

法に基づく内部統制報告書の有効かつ適切な提出に向けた内部統制システムの

構築を行っていきます。その仕組みが適正に機能することを継続的に評価し、

不備があれば必要な是正を行うことにより、金融商品取引法およびその他関係

法令等の適合性を確保する体制を整備いたします。

(5) 企業集団の業務の適正性の確保

① 当社は、子会社の経営について、「関係会社管理規程」に基づき、子会社の経

営意思を尊重しつつ、円滑な情報交換とグループ活動を推進するための定期的

な報告ならびに重要案件については、事前協議を行っていきます。さらに、当

社および各子会社と一体となった「コンプライアンス規程」を子会社ごとに制

定し、同時にコンプライアンス推進担当者を設置することで相談・通報体制を

確立いたします。

② 内部監査室は、各子会社について定期的に内部監査を実施するとともに、主要

な子会社については、当社監査役が監査を行い、業務の適正を確保する体制を

確立いたします。
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(6) 監査役の補助使用人

当社は、現在、監査役の職務を補助すべき使用人はいないが、必要に応じて、

監査役の業務補助のための監査役スタッフをおくこととし、その人事について

は、取締役と監査役が意見交換を行っていきます。

(7) 監査役の補助使用人の独立性

当社は、必要に応じて監査役スタッフを設置する場合において、当該使用人は

業務執行上の指揮命令系統には属さず、監査役の指示命令に従うものといたし

ます。また、必要に応じて内部監査室を中心とした関係部門がサポートいたし

ます。

(8) 取締役および使用人の監査役への報告

① 取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見した

とき、法令に従い監査役に報告いたします。また、常勤監査役は、取締役会の

ほか、重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握するため、コンプラ

イアンス委員会や経営会議などの重要な会議に出席するとともに、主要な決裁

願およびその他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役ま

たは使用人にその説明を求めていきます。

② 監査役は、当社の会計監査人や内部監査室に会計監査や業務監査の内容につい

て説明を受けるとともに、情報の交換を行うなど連携をはかっていきます。

(9) その他監査の実効性の確保

監査役は、取締役および重要な使用人からヒアリングを実施し、会計監査人お

よび内部監査室とそれぞれ定期的な意見交換ができる体制を確立いたします。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

本事業報告中の記載金額等は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
(平成25年３月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流動資産 12,973,985 流動負債 4,620,730

現金及び預金 4,008,418 支払手形及び買掛金 312,304

受取手形及び売掛金 2,748,061 短期借入金 2,293,654

商品及び製品 2,582,504 １年内返済予定の長期借入金 1,054,649

仕掛品 443,148 １ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 170,000

原材料及び貯蔵品 2,945,953 未払法人税等 301,456

繰延税金資産 27,834 賞与引当金 81,638

未収入金 6,444 その他 407,027

その他 251,571

貸倒引当金 △39,952 固定負債 3,826,010

社債 196,000

固定資産 5,869,438 長期借入金 2,521,082

有形固定資産 4,683,776 長期預り保証金 130,334

建物及び構築物 2,289,612 繰延税金負債 148,482

機械装置及び運搬具 1,355,635 退職給付引当金 359,359

工具、器具及び備品 106,917 その他 470,752

土地 900,824 負債合計 8,446,740

リース資産 8,472 (純 資 産 の 部)

建設仮勘定 22,314 株主資本 10,848,482

無形固定資産 365,105 資本金 1,906,750

土地使用権 312,964 資本剰余金 2,053,073

ソフトウェア 46,561 利益剰余金 7,283,268

その他 5,580 自己株式 △394,610

投資その他の資産 820,556 その他の包括利益累計額 △821,209

投資有価証券 539,672 その他有価証券評価差額金 40,273

その他 280,884 為替換算調整勘定 △861,483

少数株主持分 369,410

純資産合計 10,396,682

資産合計 18,843,423 負債・純資産合計 18,843,423

※ 金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（自平成24年４月１日
至平成25年３月31日）

(単位：千円)

科 目 金 額

売上高 10,170,750

売上原価 6,892,041

売上総利益 3,278,709

販売費及び一般管理費 3,256,925

営業利益 21,784

営業外収益

受取利息及び配当金 62,221

為替差益 303,880

不動産賃貸料 3,766

その他 27,213 397,081

営業外費用

支払利息 110,503

不動産賃貸費用 662

デリバティブ評価損 17,959

その他 22,980 152,105

経常利益 266,759

特別利益

固定資産売却益 233,259

負ののれん発生益 22,411 255,671

特別損失

固定資産売却損 1,502 1,502

税金等調整前当期純利益 520,928

法人税、住民税及び事業税 203,288

法人税等調整額 92,279 295,567

少数株主損益調整前当期純利益 225,360

少数株主利益 50,426

当期純利益 174,934

※ 金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（自平成24年４月１日
至平成25年３月31日）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成24年４月１日残高 1,904,150 2,050,473 7,108,334 △291,490 10,771,467

連結会計年度中の変動額

新 株 の 発 行 2,600 2,600 5,200

当 期 純 利 益 174,934 174,934

自 己 株 式 の 取 得 △103,120 △103,120

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額)

連結会計年度中の変動額合計 2,600 2,600 174,934 △103,120 77,014

平成25年３月31日残高 1,906,750 2,053,073 7,283,268 △394,610 10,848,482

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括利益
累 計 額 合 計

平成24年４月１日残高 △31,672 △1,915,470 △1,947,142 347,102 9,171,427

連結会計年度中の変動額

新 株 の 発 行 5,200

当 期 純 利 益 174,934

自 己 株 式 の 取 得 △103,120

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額)

71,946 1,053,986 1,125,933 22,307 1,148,240

連結会計年度中の変動額合計 71,946 1,053,986 1,125,933 22,307 1,225,254

平成25年３月31日残高 40,273 △861,483 △821,209 369,410 10,396,682

※ 金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

1. 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び連結子会社の名称 ８社

PEGASUS SEWING MACHINE PTE. LTD.、PEGASUS CORPORATION OF AMERICA、PEGASUS EUROPA

GmbH、ペガサス（天津）ミシン有限公司、天津ペガサス エス イー 有限公司、美馬精機株

式会社、天津ペガサス嶋本自動車部品有限公司、PEGASUS VIETNAM SEWING MACHINE CO.,LTD.

2. 連結子会社の事業年度等に関する事項

美馬精機株式会社を除き連結子会社の決算日は12月31日であり、連結決算日（３月31日）と異な

ります。

連結計算書類の作成にあたっては、当該連結子会社の決算日現在の計算書類を使用して連結決算

を行っております。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整

を行っております。

3. 会計処理基準に関する事項

　(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

　その他有価証券

　 時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定しております。）

　 時価のないもの 移動平均法による原価法

② デリバティブの評価基準及び評価方法

　デリバティブ 時価法

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方

法）によっております。

　商 品 移動平均法

　製 品 当社及び連結製造子会社は総平均法により、連結販売子

会社においては移動平均法によっております。

　原 材 料 移動平均法

　仕 掛 品 総平均法

　(2) 固定資産の減価償却の方法

① リース資産以外の有形固定資産 当社及び国内連結子会社は、定率法を採用しておりま

す。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については、定額法を採用しており

ます。在外連結子会社は、主として定額法を採用してお

ります。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物 及 び 構 築 物 ３～50年

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 ４～12年

工 具、 器 具 及 び 備 品 ２～15年
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② 無形固定資産 定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

自社利用のソフトウェア ５年

土 地 使 用 権 50年

③ リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資

産

リース期間定額法によっております。

なお、主なリース期間は５年です。

また、平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。

　(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 当社及び国内連結子会社は、売上債権等の貸倒れによる

損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。在

外連結子会社は、個別に債権の回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 当社及び国内連結子会社において、従業員の賞与の支給

に備えるため当連結会計年度に負担すべき支給見込額を

計上しております。

③ 退職給付引当金 当社及び国内連結子会社において、従業員の退職給

付に備えるため、当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計

年度末において、発生していると認められる額を計

上しております。

会計基準変更時差異は、15年による定額法により処

理しております。

過去勤務債務については、その発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 （15年）に

よる定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法によりそれぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理することとしております。

　(4) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

① 外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

なお、在外連結子会社の資産及び負債は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均

相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部におけ

る為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めておりま

す。

② 消費税等の会計処理 税抜方式を採用しております。
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（会計方針の変更）

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以

後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しており

ます。これによる、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影

響は軽微であります。

連結貸借対照表に関する注記

1. 担保に供している資産及び担保に係る債務

　(1) 担保に供している資産

　 建 物 604,258 千円

　 土 地 846,784 千円

　 そ の 他 18,519 千円

　 計 1,469,562 千円

　(2) 担保に係る債務

　 短期借入金 1,853,654 千円

　 １年内返済予定の長期借入金 391,790 千円

　 長期借入金 1,574,515 千円

　 計 3,819,959 千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 6,587,471 千円

連結株主資本等変動計算書に関する注記

1. 発行済株式の種類及び総数

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式（株) 23,688,000 52,000 ― 23,740,000

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　新株予約権の行使による増加 52,000株

2. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

該当事項はありません。

3. 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的となる

株式の種類及び数

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式（株) 116,000 ― 56,000 60,000
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金融商品に関する注記

1. 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行など金融機関からの借入等

により資金を調達しております。

受取手形及び売掛金に係る信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。

また、投資有価証券は主として株式及び債券であり、上場株式については四半期ごとに時価の把

握を行っております。

借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。

なお、デリバティブ取引はデリバティブ管理規程に従い、実需の範囲内で行うこととしておりま

す。

2. 金融商品の時価等に関する事項

平成25年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額

については次のとおりであります。

(単位：千円)

連結貸借対照
表計上額(*1)

時価(*1) 差額

(1) 現金及び預金 4,008,418 4,008,418 ―

(2) 受取手形及び売掛金 2,748,061 2,748,061 ―

(3) 投資有価証券

その他有価証券 423,239 423,239 ―

(4) 支払手形及び買掛金 (312,304) (312,304) ―

(5) 短期借入金 (2,293,654) (2,293,654) ―

(6) １年内返済予定の長期借入金 (1,054,649) (1,054,649) ―

(7) １年内償還予定の社債 (170,000) (170,000) ―

(8) 未払法人税等 (301,456) (301,456) ―

(9) 社債 (196,000) (196,000) ―

(10)長期借入金 (2,521,082) (2,494,477) △26,604

(11)長期預り保証金 (130,334) (118,459) △11,874

(12)デリバティブ取引(*2) (4,897) (4,897) ―

(*1) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

(*2) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の

債務となる項目については、（ ）で示しております。

(注) １．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。

(3) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関か

ら提示された価格によっております。

(4) 支払手形及び買掛金、(5) 短期借入金、(6) １年内返済予定の長期借入金、

並びに(8) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。
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(7) １年内償還予定の社債及び(9) 社債

当社が発行する社債は変動金利によっており、短期間で市場金利を反映し、また当

社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額にほぼ等し

いと考えられるため、当該帳簿価額によっております。

(10)長期借入金

長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また当社

の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額にほぼ等しい

と考えられているため、当該帳簿価額によっております。

固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定され

る利率で割り引いて算定する方法によっております。

(11)長期預り保証金

一定期間ごとに区分した債務額を返済までの期間に応じた利率により割り引いて算

定する方法によっております。

(12)デリバティブ取引

取引先金融機関から提供された価格等により記載しております。

２．非上場株式（連結貸借対照表計上額116,433千円）は、市場価格がなく、かつ将来キ
ャッシュ･フローを見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認めら
れるため、「(3) 投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 448円40銭

１株当たり当期純利益 7円80銭
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貸 借 対 照 表
(平成25年３月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流動資産 6,669,183 流動負債 4,602,526

現金及び預金 625,026 支払手形 270,591

受取手形 36,881 買掛金 822,013

売掛金 3,431,868 短期借入金 2,003,654

商品及び製品 99,557 １年内返済予定の長期借入金 1,044,653

仕掛品 201,691 １年内償還予定の社債 170,000

原材料及び貯蔵品 1,919,588 未払金 133,094

未収入金 237,214 賞与引当金 77,196

その他 117,725 その他 81,323

貸倒引当金 △371 固定負債 3,488,365

社債 196,000

固定資産 8,062,686 長期借入金 2,501,070

有形固定資産 1,989,773 長期未払金 400,650

建物 604,258 長期預り保証金 126,000

構築物 26,151 退職給付引当金 264,645

機械及び装置 35,292 負債合計 8,090,892

車両運搬具 3,389 (純 資 産 の 部)

工具、器具及び備品 45,374 株主資本 6,600,703

土地 1,275,306 資本金 1,906,750

無形固定資産 10,231 資本剰余金 2,046,587

ソフトウェア 5,151 資本準備金 1,809,207

電話加入権 5,079 その他資本剰余金 237,380

投資その他の資産 6,062,681 利益剰余金 3,041,976

投資有価証券 539,672 その他利益剰余金 3,041,976

関係会社株式 199,534 別途積立金 2,500,000

関係会社出資金 5,078,267 繰越利益剰余金 541,976

保険積立金 156,326 自己株式 △394,610

その他 88,880 評価・換算差額等 40,273

その他有価証券評価差額金 40,273

純資産合計 6,640,977

資産合計 14,731,869 負債・純資産合計 14,731,869

※ 金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（自平成24年４月１日
至平成25年３月31日）

(単位：千円)

科 目 金 額

売上高 6,116,343

売上原価 4,984,899

売上総利益 1,131,444

販売費及び一般管理費 1,645,611

営業損失 514,167

営業外収益

受取利息 20,088

受取配当金 270,685

為替差益 326,177

不動産賃貸料 3,766

助成金収入 6,135

その他 7,751 634,604

営業外費用

支払利息 82,008

社債利息 6,762

不動産賃貸費用 662

その他 22,125 111,558

経常利益 8,878

特別利益

固定資産売却益 231,841 231,841

税引前当期純利益 240,720

法人税、住民税及び事業税 55,969 55,969

当期純利益 184,751

※ 金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（自平成24年４月１日
至平成25年３月31日）

(単位：千円)

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主
資本
合計

資 本
準備金

その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

その他利益剰余金 利 益
剰余金
合 計

別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

平 成 24 年 ４ 月 １ 日 残 高 1,904,150 1,806,607 237,380 2,043,987 2,500,000 357,224 2,857,224 △291,490 6,513,872

事 業 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 2,600 2,600 2,600 5,200

当 期 純 利 益 184,751 184,751 184,751

自 己 株 式 の 取 得 △103,120 △103,120

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額)

事業年度中の変動額合計 2,600 2,600 ― 2,600 ― 184,751 184,751 △103,120 86,831

平 成 25 年 ３ 月 31 日 残 高 1,906,750 1,809,207 237,380 2,046,587 2,500,000 541,976 3,041,976 △394,610 6,600,703

評価・換算差額等

純資産
合 計

そ の 他
有価証券
評 価
差 額 金

評価・
換 算
差額等
合 計

平成 24年４月１日残高 △31,672 △31,672 6,482,199

事 業 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 5,200

当 期 純 利 益 184,751

自 己 株 式 の 取 得 △103,120

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額)
71,946 71,946 71,946

事業年度中の変動額合計 71,946 71,946 158,777

平成 25年３月 31日残高 40,273 40,273 6,640,977

※ 金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　子会社株式 移動平均法による原価法

　その他有価証券

　 時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定しております。）

　 時価のないもの 移動平均法による原価法

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法

　デリバティブ 時価法

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　製品、仕掛品、貯蔵品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

による簿価切下げの方法により算定）

　商品、原材料 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下による簿価切下げの方法により算定）

2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産 定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附属設備を除く）について

は、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 17～38年

機 械 及 び 装 置 12年

工具、器具及び備品 ２～15年

(2) 無形固定資産 定額法

3. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し回収不能見込額

を計上しております。

(2) 賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担す

べき支給見込額を計上しております。
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(3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年

度末において発生していると認められる額を計上してお

ります。

会計基準変更時差異は15年による定額法により処理して

おります。

過去勤務債務については、その発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額

法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法によりそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。

4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 税抜方式を採用しております。

（会計方針の変更）

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当事業年度より、法人税法の改正に伴い、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産につい

ては、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。これによる、当事業年度の

営業損失、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽微であります。

貸借対照表に関する注記

1. 担保に供している資産及び担保に係る債務

　(1) 担保に供している資産

　 建 物 604,258 千円

　 土 地 1,275,306 千円

　 そ の 他 18,519 千円

　 計 1,898,084 千円

　(2) 担保に係る債務

　 短期借入金 1,853,654 千円

　 １年内返済予定の長期借入金 391,790 千円

　 長期借入金 1,574,515 千円

　 計 3,819,959 千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 3,117,794 千円
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3. 保証債務等

保証債務 関係会社の金融機関からの借入に対して、債務保証を行

っております。

美馬精機株式会社 320,008千円

関係会社のリース会社からの割賦債務に対して、債務保

証を行っております。

PEGASUS VIETNAM
SEWING MACHINE
CO.,LTD.

90,267千円

関係会社のリース会社からのリース債務に対して、債務

保証を行っております。

美馬精機株式会社 13,331千円

4. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　 短期金銭債権 3,634,597 千円

　 短期金銭債務 814,421 千円

損益計算書に関する注記

　 関係会社との取引高

　 営業取引による取引高 売上高 5,665,659 千円

　 仕入高 2,397,838 千円

　 販売費及び一般管理費 25,106 千円

　 営業取引以外の取引による取引高 284,046 千円

株主資本等変動計算書に関する注記

　 当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普 通 株 式 1,377,901 株
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関連当事者との取引に関する注記

(単位：千円)

種 類 会社等の名称
議決権等の
所有(被所
有)割合

関連当事者
との関係

取 引 内 容
取引金額
(注)６

科 目
期末残高
(注)６

子会社 美馬精機株式会社
所有
直接100％

当社製品の製造
役員の兼任

債務保証
(注)１

333,339 ― ―

子会社
PEGASUS SEWING
MACHINE PTE. LTD.

所有
直接100％

当社製品の販売
役員の兼任

製品の販売
(注)２

3,285,182 売掛金 2,399,435

子会社
PEGASUS CORPORATION
OF AMERICA

所有
直接100％

当社製品の販売
役員の兼任

製品の販売
(注)２

1,136,210 売掛金 672,105

子会社 PEGASUS EUROPA GmbH
所有
直接100％

当社製品の販売
役員の兼任

製品の販売
(注)２

803,608 売掛金 296,866

子会社
ペガサス（天津）ミシン
有限公司

所有
直接97％

当社製品の製造
及び販売
役員の兼任

外注加工費
(注)３

1,424,317 買掛金 624,248

子会社
PEGASUS VIETNAM
SEWING MACHINE
CO.,LTD.

所有
直接100％

当社製品の製造
及び販売
役員の兼任

外注加工費
(注)３

614,694 買掛金 114,154

子会社
天津ペガサス嶋本自動車
部品有限公司

所有
直接90％

役員の兼任

増 資 の 引 受
(注)４
受 取 配 当 金
(注)５

196,500

265,026
― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)１.美馬精機株式会社の銀行借入及びリース債務につき、債務保証を行っております。
２.製品の販売については、当社の価格表に基づいて決定しております。
３.外注加工費については、子会社と協議の上、合理的に決定しております。
４.当社が天津ペガサス嶋本自動車部品有限公司が行った増資を全額引き受けたものでありま

す。
５.受取配当金については、子会社の株主総会にて決定された金額によっております。
６.取引金額及び在外子会社の期末残高には消費税等を含めておりません。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 296円97銭

１株当たり当期純利益 8円24銭
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
平成25年５月21日

ペガサスミシン製造株式会社
取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中 村 基 夫 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 石 井 尚 志 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ペガサスミシン製造株式会社の平成24年
４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り
の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、ペガサスミシン製造株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書
類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
平成25年５月21日

ペガサスミシン製造株式会社
取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中 村 基 夫 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 石 井 尚 志 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ペガサスミシン製造株式会社の平
成24年４月１日から平成25年３月31日までの第67期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第67期事業年度の取締

役の職務執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議のうえ、本監査

報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役および監査役会の監査の方法およびその内容

監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況お

よび結果について報告を受けるほか、取締役等および会計監査人からその職務の執

行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の

分担等に従い、取締役、内部監査室、その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の

収集および監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席

し、取締役および使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応

じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社および各子会社において業務お

よび財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職

務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制、その他株式会社

の業務の適正を確保するために必要なものとして、会社法施行規則第100条第１項

および第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容および当該決議に基

づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役および使用人等か

らその構築および運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求

め、意見を表明いたしました。子会社については、子会社の取締役および監査役等

と意思疎通および情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けま

した。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明細書に

ついて検討いたしました。

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか

を監視および検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告

を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適

正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事

項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従

って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に

基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動

計算書および個別注記表）およびその附属明細書ならびに連結計算書類（連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書および連結注記表）について

検討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する

重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。ま

た、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容および取締役の職務

の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類およびその附属明細書の監査結果

会計監査人（有限責任監査法人トーマツ）の監査の方法および結果は相当で

あると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人（有限責任監査法人トーマツ）の監査の方法および結果は相当で

あると認めます。

平成25年５月23日

ペガサスミシン製造株式会社 監査役会
監査役（常勤） 徳 地 清 昭 ㊞

監 査 役 古 寺 均 ㊞

監 査 役 定 藤 繁 樹 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

第１号議案 取締役３名選任の件

取締役 清水盛明氏、勝連雅生氏および舟引康之氏の３名は、本総会終結の時をも

って任期満了となりますので、新たに取締役３名の選任をお願いいたしたいと存じ

ます。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当または重要な兼職の状況
候補者の保有する

当 社 の 株 式 数

１
清
し み ず

水　盛
も り あ き

明

(昭和19年７月14日生)

昭和43年４月 株式会社住友銀行（現株式会

社三井住友銀行）入行

170,300株

平成８年１月 同行支店第一部部長

平成８年10月 当社財務部長

平成９年６月 当社取締役

平成11年６月 当社常務取締役

平成13年６月 当社専務取締役

平成20年４月 当社代表取締役社長（現任）

[重要な兼職の状況]

天津ペガサス嶋本自動車部品有限公司董事長

天津ペガサス エス イー 有限公司董事長

PEGASUS VIETNAM SEWING MACHINE CO.,LTD. 理

事長

２
勝
か つ ら

連　雅
ま さ お

生

(昭和25年５月５日生)

昭和48年３月 美馬ミシン株式会社入社

98,200株

昭和50年８月 (美馬ミシン株式会社と当社が

合併)

平成11年10月 当社海外販売部長

平成12年６月 PEGASUS SEWING MACHINE PTE.

LTD.社長

平成13年６月 当社取締役

平成14年10月 PEGASUS EUROPA GmbH社長

平成20年５月 当社常務取締役 顧客本部長

（現任）

平成20年６月 当社常務執行役員（現任）

平成22年９月 ペガサス(天津)ミシン有限公

司 董事長
平成23年１月 ペガサス(天津)ミシン有限公

司 総経理
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当または重要な兼職の状況
候補者の保有する

当 社 の 株 式 数

３
舟
ふ な び き

引　康
や す ゆ き

之

(昭和28年７月３日生)

昭和52年４月 株式会社住友銀行（現株式会

社三井住友銀行）入行

27,100株

平成15年４月 同行生駒支店長

平成16年10月 当社経営企画部長

平成17年６月 当社取締役

平成20年６月 当社上席執行役員

平成21年６月 当社常務取締役、常務執行役

員 管理本部長（現任）

(注)１．各取締役候補者と会社との間には、特別の利害関係はありません。
２．上記取締役候補者の有する当社の株式数は、平成25年３月31日現在のものであります。

第２号議案 監査役１名選任の件

監査役 徳地清昭氏は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、新たに

監査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。

なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
(生年月日)

略歴、地位または重要な兼職の状況
候補者の保有する

当 社 の 株 式 数

奥
お く む ら

村　正
ま さ ゆ き

幸

(昭和28年２月９日生)

昭和57年２月 当社入社

56,100株

平成11年10月 PEGASUS PFAFF EUROPA GmbH社長

平成14年10月 当社経営企画部長

平成16年８月 PEGASUS EUROPA GmbH社長

平成20年５月 PEGASUS SEWING MACHINE PTE. LTD.社

長
平成20年６月 当社執行役員（現任）

(注)１．上記監査役候補者は新任であります。
２．監査役候補者と会社との間には、特別の利害関係はありません。
３．上記監査役候補者の有する当社の株式数は、平成25年３月31日現在のものでありま

す。
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第３号議案 補欠監査役１名選任の件

法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名の選任

をお願いいたしたいと存じます。

なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。

補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
(生年月日)

略歴、重要な兼職の状況
候補者の保有する

当 社 の 株 式 数

増
ま す だ

田　和
か ず ひ こ

彦

(昭和26年８月26日生)

昭和54年10月 プライス・ウォータハウス会計事務

所入所
500株

昭和57年12月 増田公認会計士事務所入所（現任）

昭和62年５月 誠光監査法人代表社員（現任）

(注)１．補欠監査役候補者と会社との間には、特別の利害関係はありません。
２．増田和彦氏は、社外監査役の補欠監査役として選任するものであります。なお、同氏

は東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立
役員の要件を満たしております。

３．補欠の社外監査役候補者の選任理由、社外監査役としての独立性および社外監査役と
の責任限定契約について

(1) 補欠の社外監査役候補者とする理由ならびに社外監査役としての職務を適切に遂行
することができると判断する理由について
増田和彦氏は、公認会計士の資格を有しており、その会計知識に基づいて当社業
務執行の適法性確保のため、極めて有益な方であります。
よって、同氏は、直接企業経営に関与された経験はありませんが、社外監査役と
しての職務を適切に遂行することができるものと判断しております。

(2) 社外監査役との責任限定契約について
当社は、社外監査役として有用な人材を迎え、期待される役割を充分に発揮でき
るよう、現行定款において社外監査役との間で、損害賠償責任に関する契約を締
結できる旨を定めております。これにより増田和彦氏が社外監査役に就任された
場合は、当社との間で当該責任限定契約を締結する予定であります。
なお、当該契約に基づく賠償の限度額は、会社法第425条第１項の最低責任限度
額であります。

４．上記補欠監査役候補者の有する当社の株式数は、平成25年３月31日現在のものであり
ます。

以 上
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阪神福島駅

JR東
西線新福島駅

阪神高速出入橋出口

阪神高速梅田出入口

阪神高速福島出口

阪神高速福島入口

JR環
状線福島駅

梅
田
２
中

福
島
６

福
島
７
北

出
入
橋

新
出
入
橋
東

浄
正
橋

福
島
西
通

梅田ランプ西

ホテル阪神

な
に
わ
筋

大阪中之島
合同庁舎

堂島川

ラグザ
大阪

毎日

新聞社

オオサカ・
ガーデン・
シティ

ハービス
OSAKA

ザ・リッツ・
カールトン大阪

国道２号線

大阪中央
　郵便局

産経新聞社

Ｎ

定時株主総会会場ご案内図

会場：大阪市福島区福島五丁目６番16号

ホテル阪神 10階 ザ・ボールルーム

電話（06）6344-1661（大代表）

交通：JR西日本大阪環状線……福島駅徒歩１分

JR 西 日 本 東 西 線……新福島駅徒歩３分

阪 神 電 鉄 本 線……福島駅徒歩３分

　※ なお、当日は駐車場の準備はいたしておりません

　 ので、あしからずご了承ください。
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